
令和７年４月１日付　料金改定
㈱山形県建築サポートセンター

【建築確認・検査申請手数料一覧】 （消費税は非課税）

確認申請
（特例あり）

（申請床面積の合計）
①

　（特例なし加算）
（当該建築物の床面積

の合計）
②

構造計算を要するもの
の  加算（当該建築物

の       床面積に応じた
棟毎）　　　　　　　　③

構造適判を要するもの
の  加算（当該建築物

の       床面積に応じた
棟毎）　　　　　　　　④

仕様規定による省エ審
査の加算（当該建築物
の床面積に応じた棟

毎）
⑤

完了検査
（特例あり）

（申請床面積の合計）
⑥

中間検査無
（特例なし加算）（当該
建築物の床面積の合

計）　　　　⑦

中間検査有
（特例なし加算）（当該
建築物の床面積の合

計）　　　　　　　⑧

省エネ適判を受けたも
のの加算（当該建築物
の床面積に応じた棟
毎）    （住宅性能評価、
長期優良、長期使用含
む）　　　⑨

３０㎡以内のもの １０，０００円 １０，０００円 ３５，０００円 １２，０００円
住宅　１３，０００円

共同住宅等　２４，０００円 １８，０００円 ５，０００円 ４，０００円
６，０００円

他機関１２，０００円
１８，０００円

３０㎡を超え、１００㎡以内のもの
２０，０００円

［１８，０００円］
１２，０００円 ３５，０００円 １６，０００円

住宅　１３，０００円
共同住宅等　２４，０００円 ２６，０００円 ８，０００円 ６，０００円

６，０００円
他機関１２，０００円

２０，０００円

１００㎡を超え、２００㎡以内のもの
３２，０００円

［３０，０００円］
１４，０００円 ４０，０００円 ２５，０００円

住宅　１３，０００円
共同住宅等　２４，０００円 ３８，０００円 ９，０００円 ７，０００円

９，０００円
他機関１８，０００円

２２，０００円

２００㎡を超え、３００㎡（５００㎡）以内のもの
４０，０００円

［３８，０００円］
２０，０００円 ４５，０００円 ３０，０００円

住宅　１３，０００円
共同住宅等　２４，０００円 ５０，０００円 １０，０００円 ８，０００円

１０，０００円
他機関２０，０００円

２９，０００円

建築設備（昇降機1基につき）
１５，０００円

（９，０００円）
２５，０００円

建築設備
（小荷物専用昇降機1基につき）

９，０００円
（５，４００円）

１９，０００円

工作物
１５，０００円

（９，０００円）
３０，０００円

（１８，０００円）
１９，０００円

【建築確認申請手数料】

備考　：　床面積の合計は、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれに定める面積について算定する。

イ．建築物を建築する場合、（ロに掲げる場合及び移転する場合を除く）当該建築に係る部分の床面積

ロ．確認を受けた建築物の計画の変更をして建築物を建築する場合（移転する場合を除く）当該計画の変更に係る部分の床面積の２分の１（床面積の増加する部分にあっては、当該増加する部分の床面積）

ハ．建築物を移転し、その大規模の修繕若しくは大規模の模様替をし、又はその用途を変更する場合（ニに掲げる場合を除く）当該移転、修繕、模様替又は用途の変更に係る部分の床面積の２分の１

ニ．確認を受けた建築物の計画の変更をして建築物を移転し、その大規模な修繕若しくは大規模の模様替をし、又はその用途を変更する場合、当該計画の変更に係る部分の床面積の２分の１

ホ．（　）の金額は、確認を受けた建築設備及び工作物の計画を変更して、建築設備を設置及び工作物を築造する場合

ヘ．団地住宅（同時に10件以上の申請に限る）等の確認申請については2件目以後のものを1件当たり10分の1の額を減額する。

ト．住宅瑕疵担保責任保険の保険契約申請と同時に行なう場合の確認申請手数料の額は、[　]の金額とする。

チ．複数棟の申請建築物があり、その床面積の合計が規定の範囲を超える場合は、手数料に定める最高額に、超えた部分の床面積の合計に応じ算定した額を加えた金額とする。

リ．法第６条の３第１項ただし書きによる審査はしないものとする。（ルート２）

ヌ．既存不適格建築物への増築による加算　25,000

ル．日影図、天空率を利用した場合による加算　各々10,000　（同時利用は20,000）

ヲ．構造設計を仕様規定にて行った建築物で、仕様規定緩和を全体構造計算にて行った場合よる加算　構造計算を要するものの加算分の金額

ワ．構造設計を構造計算にて行った建築物で、計画変更申請時に再計算した場合による加算　構造計算を要するものの加算分の金額

カ．確認済証を特例ありにて令和７年３月31日までに受け、建築工事着工が令和７年４月１日以降になり特例なしとなった場合は、完了検査申請時に特例なし加算+仕様規定による省エネ審査の加算（省エネ審査がある場合のみ）した額を完了検査申請手数料に加算する。

ヨ．上記カの場合において、完了検査申請前に計画変更申請を伴うものは、手数料算定はロの規定に特例なし加算+仕様規定による省エネ審査の加算（省エネ審査がある場合のみ）をした額を計画変更確認申請手数料に加算する。

タ．確認申請を令和７年３月31日までに特例ありで受け、事由により確認済証が令和７年４月１日以降となった特例ありの建築物は、追加納入はなしとする。

レ．確認申請を令和７年３月31日までに受け、事由により確認済証が令和７年４月１日以降となった建築物　（前項ヨを除く建築物）は、当該建築物の床面積の合計に特例なし加算+仕様規定による省エネ審査の加算（省エネ審査がある場合のみ）の額とし、確認済証発効前に追加納入すること。

ソ．カ、ヨ、レに該当する場合、構造設計を構造計算にて行った建築物は、次の該当項目を金額加算とする。・構造計算を要するものの加算　・構造適判を要するものの加算

【完了検査申請手数料】

イ．床面積の合計は、建築物を建築した場合（移転した場合を除く）にあっては当該建築に係る部分の床面積について算定し、建築物を移転し、又はその大規模の修繕若しくは大規模の模様替をした場合

　　にあっては当該移転、修繕又は模様替に係る部分の床面積の２分の１について算定する。

ロ．複数棟の申請建築物があり、その床面積の合計が規定の範囲を超える場合は、手数料に定める最高額に、超えた部分の床面積の合計に応じ算定した額を加えた金額とする。（中間検査も同様）

ハ．中間検査については、検査対象部分の床面積

ニ．確認済証を受け、令和７年３月31日までに着工した場合の完了検査手数料は改訂前の金額とし、手数料（付表１）とする。

　　この場合中間検査の有無は考慮しない 手数料（付表１）

床面積の合計

３０㎡以内のもの １９，０００円

３０㎡を超え、１００㎡以内のもの ２２，０００円

１００㎡を超え、２００㎡以内のもの ２８，０００円

２００㎡を超え、５００㎡以内のもの ３５，０００円

【再交付申請手数料及び証明申請手数料】　 【個人情報開示手数料】　

再交付申請（確認済証、中間検査合格証、検査済証） ６，０００円 開示 ８，０００円

確認検査管理簿記載事項証明 ８，０００円 写しの交付　1枚（A3まで） +６００円×枚数

建築確認申請書原本記載事項証明 ２５，０００円

床面積の合計

床面積の合計

建築確認申請 完了検査（再検査の場合は18，000）

中間検査
（検査対象部分の面

積）　　　　　　　　（再検
査の場合は18,000）
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